
































































































































































































機械工業 25．7 9．1原料採敢業 8．7758．2





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































担　　当 ■部局 ■従業員数 ■スト参加者，参加率％
経　　　営 1 20，ユ90 4，902 24．3
車輸整備工場 2 9，389 7，966 84．8
機　関　率 2 6，956 5，246 75．4


















































































年次 レール価格 年次 レール価格
1919 409 1925 304
1920 635 1926 488
1921 318 1927 479
1922 294 1928 487



































1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937
営業費 2，0922，0491，9321，837I，614．2I，545．81，5662，232．5資本コスト 493 525 513 572 571 881．3 942 959．7
配当金 20 20 20 20 20 18 18 ユ8保険料 27 20 7 4 α8 O 0 0
合　　計 2，6322，6142，4722，4332，2062，445．12，5263，210．2
収　　益 2，5692，3251，9281，8241，7081，556 1，5932，011．2
実質不足額 63 289 544 609 498 889．ヱ 9331，199
国家補助金 124 151 205 287－4 334 321．9
名目不足額 420 458 293 601．7 599 877．1
蚊支係数（％） 81．3 88．1 99 100 94．299．3 101 118．9
　　（注）　単位は100万フラソ。
　　〔出典〕F．Caron，C加肋肋〃，P，511より作成。
ったのに反し，国家が鉄道労働老の賃金の値上げを要請したことである。また，
1921年法が経営者から利潤動機を奪ったことも重要な要素であり，最後に当
時の多くの技術老が考えたように鉄道産業を襲った慢性的不況（1ama1adie
chrOnique）の影響も無視出来ないものであった。以上の要因の相互作用が北部
会杜の経営を悪化させている時，1929年の大恐慌と新交通手段たる自動車輸送
とが出現し，1930年以降の会社経営に最後の止めを刺すようになったのである。
　北部会杜は，1884年，1888年，1901年，1905年たど既に数回におよぶ輸送量
の減少を経験してきていたが，1929年恐慌によって惹起された1935年の輸送量
の滅少は，会杜史上最大の深刻さを持つものであった。第9表によって，1930
年から1937年に至るまでの当杜の経営状態をみると，収益の傾向的低下，営業
費の節約，資本コストの急速た増加および収支係数の悪化という4つの傾向に
気づく。㈹まず収益の落ち込みは，輸送量の減少に起因するもので，それは29年
の大恐慌が国内の流通活動を停滞させたのと同時に自動率輸送との競争が生じ
たからである。自動車輸送は鉄遣輸送が持っていなかった長所，即ち，配達先
までの輸送，滞貨および積荷時間の短縮，法的規制が確立Lていたかったこと
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などの利点を生かして，旅客および貨物輸送量を増大してきたのである。担o次
に営業費の節約は，1930年から36年間に26劣減少したのみで，1932年，33年，
35年の営業費は収益と殆んど同値である。だが，1934年と35年に営業費が縮小
しているのは，賃金及び年金の切り下げの結果である。全体としてみると，営
業費の節約が急速に行ないえないのは・コストの硬直偉という鉄遣産業の性質
に由来するものである。次に投資の動向についてみると，北部会杜は1932年以
降の投資政策により，その投資を安全性確保のための投資，杜会的性格を持つ投
資，営業費の節減をもたらす投資にのみ隈定し，極力節約を計るが，年平均投
資額は，；1億7，460万7ランとなりその節約も隈界に達していた。更に・資本
コストが1935年以降急増するのは一借入金の利子率が上昇したからであり，
1935年に7，65％であった利子率ぽ，1936年には8．66％にまで騰貴し，経営の赤
字を借入金で埋め合わせることが不可能となるのである。最後に収支係数の動
きをみると，1930年に81．3％であった係数は，1933年には100劣，すなわち収
支が均衡し，1937年には118．9劣にまで悪化したので，経営を存続すれぼする
程赤字の累積がみられるという悲惨な状態に陥るのである。
　北部会杜は，このように悪化した経営を改善するため，経営組織委員会（La
，Commission　d’0rganisatiOn）を創設し，この委員会は，会杜内部の旧来の経
営機構を検討して次の4点に及ぶ改革を提案するのである。まず，第1には，
節約を徹底させるため各部局及び各経営単位別の統計情報の整理や，自動車輸
送とのコストを比較する必要から原価計算手法作成の努力など会計及び統計上
の手段の改革である。次に，労働力と労働時間を最も効率的に利用するため，
流れ作業方式（tエavai1きla　cha至ne）やティラー・システム（taylorisme）が
実験的ではあるが採用される。更に，各作業単位，駅，修理工場等での合理化
の追求や，3部局共通の印刷物の発行，指令書の定式化などの事務制度の合理
化が実施されたのである。ω
　1931年11月12日，Jules　Mochは議会の公共事業委員会（La　Com㎜1ssm
　568
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des　Travaux　Publics　de　la　Chambre）に全国を統合する単一の国有鉄道を
形成するため既に与えられた経営認可の取消＝買戻しを意図した法案を提出す
るが，この法案は会杜側の反対により成立することがなかった。このJu1es
Mochの提案を拒否した会杜側は，鉄道経営の危機の原因は，人件費の高騰，
1921年協定の影響などの他，自動車輸送が法的規制を受けていない点を特に重
視し，自動車輸送業老への課税など法的規制の強化を要求するので，ここに交
通調整の間題が発生したのである。㈲北部会杜は，自杜が影響力を持つ北部地
方を15地区にわげ，各地区内の交通間題を研究したのち，1934年6月29日，北
部地域内の輸送業者の80％の参加をえて，交通調整協定を契約したのである。
この協定により自動車輸送業老側は，登録認可制などにより取締りが強化され，
北部鉄道側は2級路線の閉鎖に同意するのである。1934年2月21目，パリーオ
ルレアソ鉄道と南都鉄道が合併し，35年1月1日から鉄道営業局（O冊ce
Commerciale）が創設され，資材共同購入制度，各杜間の技術協力制度および
燃料共同購入制度などが実施されるが，私鉄各杜は依然として国有化による完
全な統合には反対していたのである。レオソ・ブルム内閣は，1936年12月31日
法により鉄遣産業を，公益事業として改革するという原則を示し，1937年8月
31日法により既に国有化されていた鉄道，北部会杜などの私鉄，パリ環状線を
含む諸会杜を一挙に国有化し，ここに「フラソス国有鉄道」（SOci6t6Nationa1e
des　Che㎜ins　de　fer　Frangais）が成立した。この7ラソス国有鉄道は，国家
がその株式の51％を所有し，残りの株式を私鉄会杜側が取得した公私混合会杜
であり，旧私鉄会杜の所有する株式は徐々に償却され，1982年12月31日には全
資本が国有化される事になっている。〔蜘フラソス国内の鉄遺経営を断念Lた北
都会杜は，ベルギー路線の経営を1940年まで継続しており，更に国有化の補償
金をもとに有価証券の購入を開始し，1938年には，その総額は1億8，000万フ
ラソにも達している。㈲1845年以来約1世紀に亘る国内鉄道経営をおえた北部
会杜は，特株会杜として再生し，ロッチルド・グループの中核企業として現在
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170
もフランス経済の一翼を担っている。㈹
注（ユ）　Georges　Renard，泌”幼舳㎝∫do郷6oo〃α肋勿”ω伽1αg脇榊彦〃物”θ醐71”
　　1一”α吻c2，Paris，1917，p．21．
　（2）　G．O1phe－Gal1iard，Hゐ勿ク〃老ω〃o〃勿脇功力挽α勉α壱〃幽肋G〃〃〃，Paris，1925．
　　P．56。
　（3）　フラソスにおける労働者都市の発祥地はM汕houseである。1853年当市の主要な
　　資本家によって，ミュールーズ労働老都市協会（SOci6t6des　citさs　ouwiさres　de
　　Mulhouse）が創立された。この留会は，庭園付き1戸建住宅を最も安価に建設し，
　　労働者と職エヘ販売することを目的とした。支払方法は，頭金払込後は月給からの
　　天引きで，15年以内に全支払を完了するように規定されていた。この協会は，工877年
　　には950戸の労働老住宅を販売している。このような住宅を所右することにより，労
　　働老は節約と秩序と安定とを好むようになったといわれている。なお，この労働者
　　都市に対しては，労働老のみを1ヵ所に集住させ，企業に釘づけにすることにより
　　新隷従制（nOuveau　servage）を育成するものだとの批判もみられた（P．Cauwさs，
　　倣”，pp．96－100）。北部会杜の労働老都市は，フラソスにおけるこの労働者都市の
　　伝統を継承したものではあるが，400－500m2の菜園付きのこの住宅は，「労働老都
　　市を陰惨にする幾何学的なフォルム」を避げて建設されたのである。正CarOn，σε
　　∂〃ハbκビ，P．449．
　（4）北部会杜の系列会杜は，地方鉄道会杜のみならず・冷蔵車輸送・石油販売・石炭
　　販売，運河輸送，自動率輸送会杜など多方面に及んだ。F．Caron，倣ムp．455．
　（5）この戦間期は，フランス経済の戦後復興が単に急速に進展しただけでなく・フラ
　　ソス経済が開花（6panouissement　de1’6commie　frangaise）した時期でもある。
　　工929年のフラソス銑鉄生産（10，362，OOOトソ）および，鋼鉄生産（9，716，000トソ）
　　は，アメリカ，ドイツに次ぐ世界第3の地位にあり，発電量は，1923年の77億キロ
　　ワヅト蒔から143．5億キロワット時へと倍増している。また，1904年まで世界第1
　　位だった自動車生産は，アメリカに首位を奪われたとはいえ，依然としてヨーロッ
　　パ1の地位を占めており，アルミニウム産業もドイツと措抗する生産量を誇ってい
　　たのである。ロレーヌ地方の帰属により，重工業の急速な発展がみられたこの時期
　　には，企業集中の動きも活発となり、化挙，電機工業においては，　ドイツのコソ
　　ツェルソに類似する“企業の集団化”（groupe㎜ent　de　s㏄i6t6s）さえ目撃された
　　のである。Louis　Pommery，λμη〃〆〃sまo伽彦ω伽刎｛％θω〃肋力o刎伽2，tome
　　I，Paris，1952，pp．126＿12λ
　（6〕19世紀末から20世紀初頭に創立されたフラソス自動車企業は，1929年には90杜を
　　数えたが，1935年には合併により28杜に統合され，シトロエソ，ルノー，プジョー
　　の上位3杜による寡占体制（シェア75％一1936年）を確立している。また，国内の
5？O
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　自動車所有台数は，1920年の20万台から，1935年の200万台へと急増している。D．
　Lazard，4肋〃，Paris，1937，p。工10。
（7）　F二Caro口，必圭五，p．495．
（8）1920年に，フラソス鉄鋼販売組合（Le　Comptoir　Sid6rurgique　de　France）が
　はじめて全国組識とLて形成され，価格のコントロールを開始するが，1921年以降
　この販売組合の役割は有名無実となったので，工926年12月7目にこの組織の再編強
　化がなされる。再建されたこの販売組合は，レールなど4つのセクショソを含むだ
　けであったが，その主要な目的は生産の制限ではなく，販売量の成員間への分配にあ
　り1928年，29年，30年には，価格の安定化にも成功している。だが，29年の夫恐慌に
　より組織は崩壌し，1931年にはアウトサイダーが続出して値下げ競争が行底われた
　繕果，1932年1月22日以降，当業界においては，再びカルテルが強化されていくの
　である。Andr6piettre，エ・肋o肋5o勉伽s肋チ醐娩4〃刎肋〃ω醐F刎伽3幽幽ゐ
　1αc〆s2，Paris，1936，pp．19＿22．
（9〕19世紀中期以降，「買手独占」が先行するかたちで出発した鉄道資材市場は，独
　占形成期に入ってから，「売手独占」が登場することにより従来の需給穣造の力関
　係を逆転させたが，犬恐慌（特に1932年）以降の「双方独占」の成立により自由主
　義経済の内部において，部分的に“計画経済”を実現させつつあったといえよう。
　ところで，鉄鋼製品の販売組合（c0㎜ptOir　devente）は，一般的には次のような役
　割を演じている。（1）販売組合は，直接買主側と交渉し注文を成員剛こ配分する。但し，
　高級品や各企業の専売品は例外とする。（2）注文は一定の比率に従って成員に配分さ
　れるが，原貝凹として地理的にみて買主に近接する企業へ割当てられる。（3）注文の配
　分比率に関する成員間の係争を伸裁するため常任裁定官（cO11さ9uearbitralperma－
　nent）が任命される竈（4）各企業の実際の生産量を知るため裁定官には一定の強制権
　が与えられていたのである。Ga6tanPirou，丁畑脆〆6ω〃o刎ゐ力o〃勿刎，tomeI，
　Paris，1940，pp．259r261一
（1◎　F．Caron，必｛κ，P－511一
⑭　既にCOlsonは，激化する自動車輸送との競争に対抗するため，鉄道産業は次の3
　点に及ぶ対応策を採用すべきだと醤告していた。まず第1には，鉄遣運賃の全体的
　値下げであり，特に自動車輸送が進出してきている近距離輸送に不禾肱鉄道運賃体
　系を改定することであ飢更に，彼は鉄道輸送と自動率輸送とを有機的に結合する
　こと，底らびに鉄道輸送の迅速化が対応策として重要であると主張している。C－
　Colso口，必圭ユ，pp．360r361．
⑫　これら事務合理化運動の開始期については，J．Izart，〃ε肋0肋s6ω〃0吻勿”2s
　♂o惚肋ケ醐肋閉伽伽12s秘血榊∫，Paris，1918参照。なお，テイラー・システムの適
　用については，次の文献を参照。COmmandant　Hourst，〃Tめ1o砥肋㎝助80〃
571
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　α妙肱α肋“伽ω弼脇o閑〃㈱肋伽5幽8功伽9鮒〃，P趾is，1917一
⑱　鉄道と道路輸送業老との交通調整は，1934年4月19目法により実現され，その目
　的は関係全輸送業考間の県および地域単位での交通調整を実施することであった。
　この調整は，県交通専門委員会（cOmit6technique　d6partementa1）と公共土木事
　業省に付属する調整委員会（COmit6de　COOrdinatiOn）によってなされている。雨
　組織のメンバーは，大鉄道会杜，地方鉄道会杜，道路輸送業者，自動車輸送業者一旅客
　および貨物一，の各代表合計5名で構成された職業団体であったが，1936年12月4
　日法により，公共土木事業省など官庁代表老が参加するようになっている。調整の
　内容は，現存の交通量を異なった交通手段聞に合理的に配分し，自動車輸送に対し
　ては，公益事業としての法的規制を加えたことである。これにより，近距離輸送は
　自動車，長距離輸送は鉄道という原則が確立し，自動車輸送業はその設立に公共土
　木事業省の認可が必要となり，運賃や時刻表，従業員の待遇等についても政府の監
　督を受けるようになった。これに違反した場合には，罰金，保証金の没蚊，自動率の
　差押えなどが罰貝阯として準備されていたのである。D－Lazard，必泓，pp．127＿140一
⑭　G．Drouot，1）2刎刎〃ψ〆5θs力必1勿〃召s∂ω伽ま1刎π〃2”ダ　五5作ハ棚刎32ま
　5㌧1V．（二1一，Paris，1973，pp．160＿164．
⑮　北部会社の所有する有価証券は，国有化を免れた地方小鉄道，RoyalDutchなど
　の私企業，Cr6ditNationa1などの金融機関および自動車輸送会杜株等であった。
　F．Caron，必5五，p．556．
⑯　第2次大戦後，特に1969－72年にかけて，北部会杜がLe　Nike1杜などに資本参加
　したり，中小企業への融資を目的とLた投資会杜，“SOCADEX”などを次々と創
　立していく過程については，Frangois　Morin，〃∫ま例c肋〃伽α㈱疹κ肋ωク肋一
　眺刎召∫〃〃9桃，Paris，1974，PP．166－170参照。
む　す　　び
　以上我々は，北部会杜の事例を中心にフランス鉄道企業の約1世紀に亘る経
営史を考察してきた。この考察の過程から，1845年に成立した北部鉄道会杜が，
既存の輸送手段である運河輸送と競争するため値下げ競争を実施した結果，
1870年代には輸送市場での独占的地位を築き始めることが明らかとなった。だ
が鉄道輸送の独占的地位は，1930年代以降の自動車輸送の本格的登場により崩
壊し，経営的悪化を阻止出来なくなった北部会杜は遂に1937年国有化されたの
である。鉄道資材価格の動向に着目することにより，資材市場での需給関係の
5？2
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変化を通じて，その背後の生産構造を解明しようとした我々は，会杜創立以来
不断の値下げを記録していた資材価格が，1897年以降上昇を開始したことを明
らかにしたのである。我々は，この価格動向逆転の背後に，鉄道資材業者側が
この時期に各種カルテルの形成を開始したという事実を指摘することが出来
る。この20世紀初頭のフラソス産業界では，テイラー・システムの導入等にみ
られるように一種の“合理化運動”が開始されており，北部会杜の場合には，
A．Sartiauxのもとで展開された「集約経営制度」が注目されたのである。こ
の“合理化運動”に対する労働者の反発は，1900－1910年代の労働運動の高揚
となって顕われ，北部会杜においても1910年を境として，19世紀以来の伝統的
労使関係の原則を大きく転換させることとなったのである。本稿において我々
は，19世紀末から20世紀初頭のフランス資本主義の構造的変貌の個別企業レベ
ルにおげる発現形態を分析してきたのであるが，フランス経済における寡占体
制の成立過程とその実態自身が今後の重要な研究対象とたろう。
〔付記〕本稿は、早大産業経営研究所研究プ回ジェクトーr西欧産業経営発達史研
究」（代表者，高橋幸八郎客員教授）一における研究成果の1部であり，昭和51年
2月に開催された経営史学会関東都会での研究報告をもとに作成されたものである。
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